
（様式①）

[温暖化対策統括本部]  ８款２項４目 （単位：千円）

総額 一財+市債 総額 一財+市債 総額 一財+市債

- 人件費 455,693 455,693 430,762 430,762 24,931 24,931

1
地球温暖化対策実行計
画推進事業

24,556 24,556 11,290 11,290 13,266 13,266 ○

2
国内外地域連携推進事
業

17,701 17,701 22,684 22,684 △ 4,983 △ 4,983

3
地球温暖化対策の連鎖
づくり推進事業

44,593 44,548 13,138 9,535 31,455 35,013 ○

4
市役所RE100推進事
業

137,086 137,086 132,400 132,400 4,686 4,686

5
横浜ブルーカーボン推
進事業

3,655 3,655 6,257 6,257 △ 2,602 △ 2,602

6
次世代自動車先進都市
推進事業

8,278 8,278 5,278 5,278 3,000 3,000 ○

7
横浜スマートシティプ
ロジェクト（YSCP）

24,471 24,471 18,915 18,915 5,556 5,556 ○

8
水素エネルギー利活用
推進事業

25,050 25,050 38,775 38,775 △ 13,725 △ 13,725

9
再生可能エネルギー導
入・拡大推進事業

7,760 7,760 0 0 7,760 7,760

10
SDGｓ未来都市推進プ
ロジェクト事業

88,806 46,806 91,647 54,147 △ 2,841 △ 7,341 ○

再生可能エネルギー活
用戦略推進事業

0 0 40,286 40,286 △ 40,286 △ 40,286

ヨコハマ・エコ・ス
クール推進事業

0 0 20,144 20,098 △ 20,144 △ 20,098

大規模イベントを契機
としたカーボンオフ
セット推進事業

0 0 3,560 3,560 △ 3,560 △ 3,560

SDGｓ　ｂｉｚサポー
ト事業

0 0 33,000 33,000 △ 33,000 △ 33,000

計 837,649 795,604 868,136 826,987 △ 30,487 △ 31,383

事　業　計　画　書　目　次

計画
書頁 事　　業　　名

令和４年度 令和３年度 増△減（４－３）
新
規
・
拡
充





(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

③

④

係

単位

本資料は、公正・適正に作成しました。 宮島　弘樹 園原　亜希 園原　亜希

11,094 ▲ 2,173 事業内容見直しによる減

欧州地域との連携推進（フランクフル
ト事務所活動経費）

事業スケジュール

令和元年度　事業実施（海外都市・欧州地域との連携、国際会議での海外発信、国内連携等）
令和２年度　事業実施（海外都市・欧州地域との連携、国際会議での海外発信、国内連携等）
令和３年度　事業実施（海外都市・欧州地域との連携、国際会議での海外発信、国内連携等）
令和４年度　事業実施（海外都市・欧州地域との連携、国際会議での海外発信、国内連携等）

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

海外都市等との連携推進

課長 係長

細事業合計 17,701 22,684 ▲ 4,983

8,921

アジア・スマートシティ会議 6,400 10,800 ▲ 4,400
事業手法の見直しによる
減

実績 11 6

365 365 0

目標

実績

国際会議参加回数

単位

回

事業目的・効果
(必要性)

　世界の温室効果ガスの約３分の２が都市から排出されていると言われており、地球温暖化対策における都市の役割がますます高まる
中、国内外の都市・ネットワークとの連携はますます重要になっています。こうした国内外のネットワークに参画することで知見の共有
を行い本市施策への反映を進めるとともに、会議等で本市の先進的な温暖化対策を発信し、本市のプレゼンス向上を図ります。
①海外都市等との連携推進
・先進的な取組を行う海外都市と知見の共有・本市施策の発信
・国際会議への参加などあらゆる機会を通じた情報発信による本市のプレゼンス向上
・海外視察者の受け入れや国際会議の誘致による本市のプレゼンスの向上
②欧州地域との連携推進（フランクフルト事務所活動経費）
欧州地域における情報発信によるプレゼンス向上、先進都市の温暖化施策の情報収集による本市施策への反映

③アジア・スマートシティ会議
国際局と連携したアジア・スマートシティ会議の開催、国内外の都市への情報発信によるプレゼンス向上

④国内自治体等との連携推進
・九都県市の地球温暖化対策特別部会への参加による知見の共有、スケールメリットを生かした広報活動や取組の実施
・指定都市自然エネルギー協議会への参画による知見の共有

根拠・データ等
・市域の温室効果ガス排出量【記者発表資料等（令和３年６月）】
＜排出量（万t-CO₂)（2010年度固定排出係数）＞令和元年度　1,647

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

目標 6 6 6 6 6 6 6

事業概要
海外都市や都市ネットワークとの連携、国際会議開催等のあらゆる機会を通じて、知見の共有を行うともに、本市「Zero Carbon
Yokohama」「SDGs 未来都市」の先進的な取組を発信し本市のプレゼンス向上を図ります。

事業開始年度 平成21年度

根拠法令・方針決裁等
「地球温暖化対策の推進に関する法律」「横浜市地球温暖化対策実行計画」「横浜市中期４か年計画」「横浜市SDGs未来都市計画」「横
浜市国際戦略」「横浜市脱炭素社会の形成の推進に関する条例」

決
算

7,980 5,889 3,534

7,980 5,889 3,534

17,701

6,440 5,925 5,085 17,701 17,701 17,701
予
算

6,440 5,925 5,085 17,701 17,701

0 △ 4,983

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 △ 4,983 0 0 0 0

0
令和３年度 22,684 22,684

単独事業

17,701
補助事業 0

令和４年度 17,701 0

区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

4

事業名称 国内外地域連携推進事業

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

会計一般

実績 19 1

令和　４年度　事業計画書

事業局課 温暖化対策統括本部 調整
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号 3

事業区分

歳出予算科目 8 2

海外都市等視
察者受入件数

単位

件

国内自治体等との連携推進 2,015 425 1,590 事務移管による増

目標 20 20 20 20 20 20 20



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

③

④

係

令和　４年度　事業計画書

事業局課 温暖化対策統括本部 調整
新規拡充 □ 新規 ■ 拡充

事業名称 地球温暖化対策の連鎖づくり推進事業

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

事業評価書番号 4
事業区分

歳出予算科目 一般 会計 8 2 4

市債 一般財源区　分 金　額 国 県 諸収入

44,548
補助事業 0

令和４年度 44,593 45

0
令和３年度 13,138 3,603 9,535

単独事業

0 35,013

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 31,455 △ 3,603 0 45 0

32,000

6,096 5,608 4,486 32,000 32,000 32,000
予
算

6,096 5,608 4,486 32,000 32,000

事業概要
脱炭素化に向けた機運を醸成し、具体的な行動変容を促すため、温暖化対策に積極的に取り組む市民団体や事業者、教育機関等の多様な
主体と連携した取組の推進及び戦略的なプロモーションを全市的に展開します。

事業開始年度 平成17年度

根拠法令・方針決裁等 「地球温暖化対策の推進に関する法律」「横浜市脱炭素社会の形成の推進に関する条例」「横浜市地球温暖化対策実行計画」

決
算

4,655 5,011 3,661

4,655 5,011 3,661

事業目的・効果
(必要性)

横浜市地球温暖化対策実行計画では、2050年までの脱炭素化「Zero Carbon Yokohama」を掲げており、脱炭素化の実現には、市民と事業
者の行動変容が肝要です。
横浜市の温室効果ガス排出量の割合は、家庭部門で約24.8％と、全国と比較しても家庭部門の占める割合が高く、さらに、国の定める
「地球温暖化対策計画」では、令和３年度の改定で家庭部門における2030年度の温室効果ガス削減目標を大幅に引き上げる予定であり、
大都市としての対策は喫緊であり、率先的な取組が求めらます。
そのため、横浜市の最大の強みである市民力を活かし、あらゆる主体と連携した具体的で効果的なプロモーションと訴求力のある取組を
推進します。市民・事業者には、温暖化対策の関心向上に止まらず、行動に移す連鎖づくりをオール横浜で進めます。

根拠・データ等

・2019年度の市内温室効果ガス排出量　部門別（速報値）（令和3年6月）
横浜市二酸化排出量1736.4万t-CO2のうち、家庭部門が24.8%、業務部門が10.3%（全国は家庭部門14.4％、業務部門17.5%）

・令和２年国勢調査結果速報（横浜市独自集計）
人口：3,778,263人、世帯数：1,768,631世帯

・地球温暖化対策計画（案）（令和３年９月３日パブリックコメント）
https://www.env.go.jp/press/109931.html

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

連携団体数
単位 目標 400 400 400 400

団体 実績 372 381

YES講座参加人
数

単位 目標 37,000 37,000 37,000 37,000 37,000 3,700 37,000

人 実績 29,532 14,131

実証事業
単位 目標 1 1 1 1

件 実績

8,333 ▲ 985 事業見直しによる減

脱炭素ライフスタイルキャンペーン 16,600 0 16,600 新規事業による増

事業スケジュール

平成30年度　事業実施（企業・団体との連携イベント、広報物制作等）
令和元年度　事業実施（企業・団体との連携イベント、広報物制作等）
令和２年度　事業実施（企業・団体との連携イベント、広報物制作等）
令和３年度　事業実施（国補助金活用事業、企業・団体との連携イベント、資源循環連携事業等）
令和４年度　事業実施（脱炭素ライフスタイルキャンペーン、企業・団体との連携イベント、YES講座等）

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

多様な主体との連携プロモーション 7,348

ヨコハマ・エコ・スクール推進事業 20,645 0 20,645 事業統合による増

COOL CHOICE推進（補助金事業） 0 4,805 ▲ 4,805 補助金事業終了による減

本資料は、公正・適正に作成しました。 宮島　弘樹 神谷　奈緒美 竹田　理絵

細事業合計 44,593 13,138 31,455

課長 係長







(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

単位 目標

実績

令和　４年度　事業計画書

事業局課 温暖化対策統括本部 プロジェクト推進
新規拡充 □ 新規 ■ 拡充 事業評価書番号 6

事業区分

歳出予算科目 8 2 4

事業名称 次世代自動車先進都市推進事業

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

会計一般

区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

8,278
補助事業 0

令和４年度 8,278

0
令和３年度 5,278 5,278

単独事業

0 3,000

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 3,000 0 0 0 0

8,278

8,278 8,278 8,278
予
算

8,278 8,278

事業概要

自動車の走行に伴って排出される温室効果ガスや大気汚染物質を削減するため、次世代自動車（電気自動車（以下「ＥＶ」とい
う。）、プラグインハイブリッド車（以下「ＰＨＶ」という。）、燃料電池自動車（以下「ＦＣＶ」という。））の市内への普及を進
めるとともに、ＥＶ充電インフラ拡大に向けた調査検討、次世代自動車利用拡大に関する調査検討、次世代自動車先進都市の推進に関
する広報・普及啓発を行います。

事業開始年度 令和３年度

根拠法令・方針決裁等 地球温暖化対策の推進に関する法律、横浜市SDGs未来都市計画、横浜市地球温暖化対策実行計画、横浜市中期４か年計画

決
算

次世代自動車
普及台数

単位

台

事業目的・効果
(必要性)

　政府が「2035年までに、乗用車新車販売で電動車100%」を目指すという方針を掲げるなど、自動車業界は100年に１度の変革期と言わ
れ、世界的にも「脱ガソリン車」が加速していく情勢となっています。これらの動向を踏まえ、市域への次世代自動車の普及を進める
必要があります。
①ＥＶ充電インフラ拡大に向けた調査検討

本市では、将来的な日本の電動車社会を見据え、民間事業者と「横浜市内のＥＶ普及促進に向けた連携協定」を締結し、充電インフ
ラの拡大に取り組んでいます。「市内充電インフラの拡大」、「新たな仕組みづくり」、「充電インフラを活用したまちづくり（地域
防災）」を軸として、充電インフラを拡充するための調査検討を実施します。
②ＥＶ充電器の公道設置に関するステーション整備

視認性の良い場所に誰もが気軽に使える充電器を設置することで、「充電インフラが不十分」という不安感を払拭することにより、
ＥＶ・ＰＨＶに乗りやすい環境を整えるため、新たに公道へのＥＶ充電器設置に向けた整備を行います。
③次世代自動車利用拡大に関する調査検討

ＥＶ・ＰＨＶ・ＦＣＶの今後の普及に向けた取組検討を行います。
④次世代自動車先進都市の推進に関する広報・普及啓発

環境系イベントへの出展や企業等の取組をサポートする等、次世代自動車先進都市の推進に関する広報・普及啓発を行います。これ
により、次世代自動車の普及を促進します。

根拠・データ等
次世代自動車普及台数　一般社団法人自動車検査登録情報協会からデータ購入
＜実績推移＞令和元年度7,163台、令和２年度7,726台、令和３年度9,000台（目標）、令和４年度10,000台（目標）

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

目標 － 9000 10000 － － － －

実績 7163 7726

目標

実績

8,278

課長 係長

細事業合計 8,278 5,278 3,000

単位

本資料は、公正・適正に作成しました。 岡崎　修司 小室　達郎 萩原 隆

5,278 3,000
新規ステーション整備に
よる増

事業スケジュール
・令和３年度：事業開始
・令和４年度：ＥＶ充電インフラ拡大に向けた調査検討、ＥＶ充電器の公道設置に関するステーション整備、

次世代自動車利用拡大に関する調査検討、次世代自動車先進都市の推進に関する広報・普及啓発

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

次世代自動車先進都市推進事業



(様式②-1）

 局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

係

本資料は、公正・適正に作成しました。 岡崎　修司 名取　史記 ⼭根 悟史

2,000 ▲ 850 事業見直しによる減

横浜スマートビジネス協議会

事業スケジュール

「ＰＰＡ事業」
令和３年度：PPA事業開始（小中学校15施設）
令和４年度：新規実施（小中学校45施設）（見込み）
令和５年度：新規実施（小中学校10施設）（見込み）
令和６年度：新規実施（小中学校15施設）（見込み）
令和７年度：新規実施（小中学校15施設）（見込み）

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

YSCP推進

課長 係長

細事業合計 24,471 18,915 5,556

1,150

実績 12，2 12，2

23,321 16,915 6,406 新規事業開始による増

スマートビジネス
協議会運営（幹事

会、運営会）

単位

回

事業目的・効果
(必要性)

　2050年までの脱炭素化には、次世代型エネルギーネットワーク、次世代型自動車、次世代型住宅･ビルディング等を普及･展開させ、
横浜型の持続可能な脱炭素都市（横浜スマートシティ）の構築が必要となります。
　本事業は、自立・分散型電源の導入をはじめとするエネルギーの多様化により、脱温暖化への寄与に加え、エネルギーセキュリティ
の確立や災害にも強いまちづくりの推進を目的とします。また、ゼロエネルギーの先進モデル拠点の支援と合わせ、国内外へのプロ
モーションを通じ横浜モデルの普及を推進します。

根拠・データ等

「横浜市地球温暖化対策実行計画」
CO2削減目標
・2050年までの温室効果ガス実質排出ゼロ（脱炭素化）
・2020年度までに22％、2030年度までに30％削減（いずれも2013年度比）
「横浜市地球温暖化対策実行計画（市役所編）」
CO2削減目標
・2020年度までに７％、2030年度までに30％削減（いずれも2013年度比）

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

目標 12，2 12，2 12，2 12，2 12，2 12，2 12，2

事業概要
　横浜スマートシティプロジェクト（YSCP）実証事業（平成22～26年度）の成果を生かし、防災性、環境性、経済性に優れたエネル
ギー循環都市を実現させることを目的とした、公民連携組織「横浜スマートビジネス協議会（YSBA）」の全体総合調整役として協議会
運営を行います。また、市役所の取組として、省エネ創エネの推進、防災性強化に繋がるVPP構築事業、PPA事業に取り組みます。

事業開始年度 平成22年度

根拠法令・方針決裁等 地球温暖化対策の推進に関する法律、横浜市ＳＤＧｓ未来都市計画、横浜市地球温暖化対策実行計画、横浜市中期４か年計画

決
算

28,861 19,386 13,143

28,861 19,386 13,143

25,000

24,214 21,793 19,815 25,000 25,000 25,000
予
算

24,214 21,793 19,815 25,000 25,000

0 5,556

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 5,556 0 0 0 0

0
令和３年度 18,915 18,915

単独事業

24,471
補助事業 0

令和４年度 24,471

区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

4

事業名称 横浜スマートシティプロジェクト（YSCP）

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

会計一般

実績 0 0

令和　４年度　事業計画書

事業局課 温暖化対策統括本部 プロジェクト推進
新規拡充 □ 新規 ■ 拡充 事業評価書番号 7

事業区分

歳出予算科目 8 2

PPA事業実施数
単位

施設数

目標 0 0 15 45 10 15 15



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

単位

本資料は、公正・適正に作成しました。 岡崎 修司 藤枝 隆 萩原 隆

38,775 ▲ 13,725 所要額精査による減

事業スケジュール

①水素ステーションの整備促進
　申請受付（４月～８月）・補助（通年）
②水素エネルギーの普及啓発
　イベント等でのＰＲ実施（通年）
③将来を見据えた水素利活用の検討
　委託準備（４～６月）、委託検討（７～３月）

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

水素エネルギー利活用推進事業

課長 係長

細事業合計 25,050 38,775 ▲ 13,725

25,050

実績 0 1

目標

実績

水素ステー
ションの整備

促進

単位

か所

事業目的・効果
(必要性)

水素ステーションの整備促進により、水素エネルギーの利活用促進が期待されます。
①水素ステーションの整備促進
　固定式水素ステーション整備促進補助事業を行う。
②水素エネルギーの普及啓発
　イベント等を通じて水素エネルギーの普及啓発を行う。
③将来を見据えた水素利活用の検討
　横浜市の地域特性を活かした水素サプライチェーンモデル等の検討を行う。

根拠・データ等 ・横浜市温室効果ガス排出状況（温暖化対策統括本部）　　・水素ステーションの普及実績

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

目標 1 1 1 1 1 1 1

事業概要
水素は利用段階で二酸化炭素を排出しないクリーンエネルギーとして、エネルギーの安定的な確保や環境負荷の低減などに大きく寄与
することが期待されています。暮らしの様々な場面で水素が活用される「水素社会」の実現に向け、水素エネルギーの利活用を推進し
ます。

事業開始年度 平成27年度

根拠法令・方針決裁等
・エネルギー基本計画　　・水素・燃料電池戦略ロードマップ　　・横浜市地球温暖化対策実行計画　　・横浜港港湾計画
・横浜市生活環境の保全等に関する条例　　・横浜市低公害車等普及促進対策費補助金交付要綱　　・水素基本戦略

決
算

6,229 2,839 1,903

6,229 2,839 1,903

25,050

19,100 11,250 5,250 25,050 25,050 25,050
予
算

19,100 11,250 5,250 25,050 25,050

0 △ 13,725

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 △ 13,725 0 0 0 0

0
令和３年度 38,775 38,775

単独事業

25,050
補助事業 0

令和４年度 25,050

区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

4

事業名称 水素エネルギー利活用推進事業

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

会計一般

実績

令和　４年度　事業計画書

事業局課 温暖化対策統括本部 プロジェクト推進
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号

事業区分

歳出予算科目 8 2

単位 目標





(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

③

④

係

地産地消モデ
ル事業数

単位

地区

本資料は、公正・適正に作成しました。 黒田　美夕起 美田　真 国井　奈菜

2,062 ▲ 1,031 所要額精査による減

SDGs未来都市プロモーション

事業スケジュール

①SDGs未来都市推進事業
　環境絵日記展の開催（11月）
②SDGs未来都市プロモーション
　国内外向けプロモーションの実施（通年）
③デザインセンター事業
　横浜市SDGs認証制度運用（通年）
　脱炭素化・SDGs達成に向けた連携事業の実施（通年）
④地域連携事業
　グリーン×デジタルの取組推進・エネルギー地産地消の取組推進（通年）

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

SDGs未来都市推進事業

課長 係長

細事業合計 88,806 91,647 ▲ 2,841

1,031

SDGsデザインセンター事業 60,000 60,000 0

実績 1 0

3,775 10,585 ▲ 6,810 所要額精査による減

目標 - - - 3 3 3 3

実績 - -

環境絵日記展
の開催

単位

回

事業目的・効果
(必要性)

　世界共通の課題であるSDGs達成や脱炭素化には、国と地方自治体が協力した取組の推進が必須であり、特に日本のSDGsモデルとし
て国から選定された「SDGs未来都市」は、先進的な取組の実施による成功事例の創出が期待されている。SDGs未来都市・横浜のビ
ジョン「環境を軸に、経済や文化・芸術による新たな価値・賑わいを創出し続ける都市の実現」に向け、全庁一丸での施策推進す
る。

①SDGs未来都市推進事業
　SDGs未来都市推進プロジェクトにおける取組をはじめとした幅広い事業を連携させながら、更に推進し、環境・経済・社会の３つ
の側面からトータルで新たな価値の創造を目指すとともに、成果の横展開を図る。
②SDGs未来都市プロモーション
　様々な機会でのSDGs未来都市・横浜の取組の発信、企業・他都市等との連携促進による取組のさらなる展開、多様なイベントの機
会を活用した普及啓発等を進め、市民・企業などがSDGsを実感・体感する機会の創出を進める。優良事例を国内外に効果的に発信
し、SDGs先進都市としての本市のプレゼンス向上を図る。
③ヨコハマSDGsデザインセンター事業
　ヨコハマSDGsデザインセンターの新たなステージとして、様々な主体との連携による脱炭素化を含むSDGs達成に向けた取組をさら
に深化させる。また、「民」主導の取組をデザインセンターの様々なサービスによりバックアップし、好循環を創るというビジネス
モデルの確立を目指す。
④地域連携事業
　グリーン×デジタル、エネルギー地産地消を軸とした脱炭素化及びSDGs達成へのモデルとなる取組をモデルエリアにて展開し、市
全体での持続可能なまちづくりを目指す。また、脱炭素化やSDGsにつながる暮らしやエリアマネジメントの展開を図るため、郊外住
宅地において、地域住民や鉄道・開発事業者、大学や民間企業等と連携し、地域が抱える課題の解決や新たな魅力の創出等につなが
る取組を進める。

根拠・データ等 横浜市中期４か年計画（2018～2021）

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

目標 1 1 1 1 1 1 1

事業概要
　脱炭素化及びSDGs達成を両輪として先導的な取組を行い、SDGs未来都市・横浜の実現に向け、環境を軸とした経済・社会の３側面
の課題を統合的な解決に向けた取組を更に深化させていく。

事業開始年度 平成25年度

根拠法令・方針決裁等 持続可能な開発目標（SDGs）実施指針改定版、SDGsアクションプラン、横浜市SDGs未来都市計画、横浜市中期４か年計画

決
算

118,274 127,221 110,612

79,167 89,776 73,755

88,806

126,000 99,843 108,136 46806+A1 46,806 46,806
予
算

166,000 137,343 155,636 88,806 88,806

0 △ 7,341

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 △ 2,841 4,500 0 0 0

0
令和３年度 91,647 37,500 54,147

単独事業

46,806
補助事業 84,000 42,000 42,000

令和４年度 88,806 42,000

区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

4

事業名称 SDGs未来都市推進プロジェクト事業

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

会計一般

実績 10 2

令和　４年度　事業計画書

事業局課 温暖化対策統括本部 SDGs未来都市推進
新規拡充 □ 新規 ■ 拡充 事業評価書番号 8

事業区分

歳出予算科目 8 2

パイロットプ
ロジェクトの
創出

単位

件

地域連携事業 24,000 19,000 5,000 新規事業による増

目標 6 4 4 4 4 4 4
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